


















の思想を色濃く反映する安保制が成立したのは、制度的な要因も大いに関係している。１９９０年代半ばから２０００年前後にかけて、統治機構に関する憲法の条文は ちろん変わっていないが、それを肉付けする法律は一連の政治改革によって大きく変わり、政治を取り巻く制度の枠組みは新たな様相を呈している。具体的には、衆院選における小選挙区制、政党助成制度、内閣機能および内閣における総理大臣の地位の強化 等であり、これらはすべて党首Ⅱ首相の権力を強化するよう機能する。 政治改革川
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これらの制度にはそれぞれ強





ち、未だ実現していないものもあり、いびつな形になっている。とりわけ 政権交代が定書いないことは 官僚や各種業界団体と与党との距離の近さのほか、最高裁の違憲審査が十分機能していな ことの原因の１にもなロ る 思われる。政権交代の定着は民主政によって死活的 重要であり、死票が多く非民主的な選挙制度であるさえ非難された小 区制が導
入された大きな理由の１つは、政権交代を可能にするためであった。
このほか、首相のリーダー
シップが実現したことによって見えてきた課題もある。紙幅の関係もあり、ここでは３点 簡潔に指摘したい。１つは、ねじれ国会の問題である。衆参の多数派が異なると、容易に政権は行き詰まることが ２００６年から２０１２年にかけての内閣がいずれも 年内外で退陣したことによって示さ た。衆参の多数派 異なることを評価す考え方もあるが、政治改革の論理からすれば問題である 捉えられることになるＯただ、 れは憲法の規定に由来す 現象である。
２つめは、首相権力の統制の
問題で 首相 リーダーシップが強化されれば、その反面として統制（責任追及）の要請も高まるはず Ｏ最大責任追及の方法 、総選挙での敗北（政権交代）であるが、前述のように定言していない。これには一票の較差のような制度的な要因もある か れない。国会 よる統制 も制度的な問題がある。政権批判を担う
マスメディアのうち、特に公共放送の制度的な脆弱性解消は急務である。
最後に、と言ってもある意味
ではもっとも重要な点であるが、安保法制審議 プロセスで文字通り可視化された代表制の危機の問題 ある。全国でデモに 参 加 し た 個 人 や 団 体 は 多 数 に 上 る が 、 与 党 は も ち ろ ん 、 野 党 名 党 も 彼 ら の 声 を す く い 上 げ られていなかった。社会に広く根を張るための各党の努力 加え、選挙制度規制や政党助成制艤懇翻蕊識一まだ途上にあり、所期されたが実現していない点や新しい問題点に対応するための いわば政治改革加が求められている。
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